４．２１全国大集会アピール
　４月２１日は忘れられない日です。
　２０１０年のこの日、首相官邸に原告ら１２４名が招かれ、当時の鳩山首相は原告一人ひとりと膝を折って話し合い、国と訴訟団との「基本合意」を守ると約束しました。自立支援法違憲訴訟はこの日、「和解」により終結したのです。
「天下の悪法」と批判された障害者自立支援法は、応益負担を原則として、人間としての尊厳や地域での生活の権利を否定するものでした。２００８年１０月から７１名の原告、１７３名の弁護団による違憲訴訟が始まり、全国１４地裁で争われました。
　 ２００９年秋、政権交代があり､政府から訴訟団に和解の申入れがあり、何度も何度も話し合い、「自立支援法を廃止し、新法をつくる」という基本合意を国と公文書で交わしました。
その後､制度改革推進本部（本部長･総理大臣）の下に障害者が参画する｢制度改革推進会議｣､｢総合福祉部会」が設置されました。障害者権利条約の批准にふさわしい国内法整備と自立支援法に代わる新たな法律づくりに多くの関係者の英知を結集して「骨格提言」もまとめられました。政府はこれを計画的段階的に実現していくとくり返し答弁しました。
　ところが、成立したのは求められた「障害者総合福祉法」ではなく､自立支援法の一部を改正し、題名を改めた「総合支援法」でした。附則には８項目におよぶ「施行後３年目途に検討」と記されたのです。その｢３年見直し」報告が、厚労省の下での社会保障審議会障害者部会でまとめられ、改正案は３月１日、閣議決定され国会に上程されました。
　一方、障害者権利条約は２０１４年２月に締結され、日本政府はこの春国連に「政府報告」を提出することが義務づけられています。今後、民間団体による政府報告に対するパラレル･レポートもつくられ、権利条約の実現がさらに強く求められるでしょう。
　しかし、この｢３年見直し」改正案は、権利条約や基本合意を守っておらず、骨格提言にもそっていません。
　たとえば岡山や千葉など新たな訴訟になっている「６５歳問題」があります。介護保険優先原則を廃止して、年齢によって支援の質の低下や負担の増加がない制度にはなっていません。家族の収入に依拠する利用者負担制度も維持され、支給決定の見直しもされていません。約束された自立支援医療の低所得者無償化も反故にされています。これでは「３年見直し」とはとても言えません。
　私たちは、日比谷野外音楽堂での４．２１全国大集会に参加し、障害者・関係者が具体的な実態や意見を語りあい、「３年見直し」法案が、｢見直し」にはほど遠く、評価に値しないものであることを確認しました。
　そして、あらためて、国が確約し、司法で確認された公文書である基本合意を守ること。締結した国際条約である障害者権利条約を遵守すること。新しい福祉法制づくりの羅針盤である「骨格提言」の実現を強く求めるものです。
　その実現のため、憲法を守り、平和と民主主義を守るさまざまな人たちや団体と連帯しながら、全力でとりくんでいきます。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０１６年４月２１日
　　　　　　ふつうに生きたい　くらしたい！
障害者権利条約、基本合意、骨格提言の実現めざす４．２１全国大集会参加者一同

